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は じ め に 

 

 

経済センサス－活動調査は、全産業分野の売上（収入）金額や費用などの

経理項目を同一時点で網羅的に把握し、我が国における事業所・企業の経済

活動を全国的及び地域別に明らかにするとともに、事業所及び企業等を対象

とした各種統計調査の母集団資料を得ることを目的として、平成 24 年 2 月に

第１回目の調査を実施し、今回の調査は第２回目になります。 

この報告書は、総務省及び経済産業省が平成 28 年６月１日現在で実施した

「平成 28 年経済センサス－活動調査」における、全産業共通で把握する事項

についての集計結果に基づき、山形県内の事業所の概況を取りまとめたもの

です。 

本報告書を各方面で広く御活用いただき、本県産業の現状把握と構造変化

の解明に、また地域経済振興等の参考資料として役立つことができましたら

幸いに存じます。 

最後に、この調査の実施にあたり、御多忙のなか回答を寄せていただきま

した皆様、並びに、調査の円滑で効率的な実施のため御尽力いただきました

関係者の皆様に対し、心より感謝申し上げますとともに、今後とも一層の御

協力を賜りますようお願いいたします。 

 

 

平成 30 年９月 

 

 

                      山 形 県 企 画 振 興 部 長 

                      中 山 正 弘   
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平成 28年経済センサス-活動調査の概要 

 

１ 調査の目的 

全産業分野の売上（収入）金額や費用などの経理項目を同一時点で網羅的に把握し、我が国に

おける事業所・企業の経済活動を全国的及び地域別に明らかにするとともに、事業所及び企業を

対象とした各種統計調査の母集団情報を得ることを目的としている。 

 

２ 調査日 

  平成 28年６月 1日 

  なお、「５ 調査事項」のうち、売上（収入）金額、費用等の経理事項は、平成 27年 1年間の値

を把握している。 

   

３ 調査対象 

調査は、日本標準産業分類に掲げる産業に属する事業所のうち、以下に掲げる事業所並びに国

及び地方公共団体の事業所を除く国内全ての事業所・企業（以下「調査事業所」という。）につい

て行った。 

① 大分類Ａ－「農業，林業」に属する個人経営の事業所 

② 大分類Ｂ－「漁業」に属する個人経営の事業所 

③ 大分類Ｎ－「生活関連サービス業，娯楽業」のうち、小分類 792－「家事サービス業」に

属する事業所 

④ 大分類Ｒ－「サービス業（他に分類されないもの）」のうち、中分類 96－「外国公務」に

属する事業所 

  

４ 調査の単位    

原則として、単一の経営者が事業を営んでいる１区画の場所を１事業所とし、これを調査の

単位とした。単一の経営者が、異なる場所で事業を営んでいる場合は、それぞれの場所ごとに、

また、１区画の場所で異なる経営者が事業を営んでいる場合は、経営者が異なるごとに１事業

所とした。 

   なお、事業所としての取扱いに関し、以下に掲げるものについては、特例を設けた。 

  (1) 建設業 

    作業の行われている工事現場、現場事業所などは、それらを直接管理している本社、支店、

営業所、出張所などの事業所に含めて調査した。また、自営の大工、左官、塗装工事・屋根

工事・配管工事・電気工事などの業者については、工事現場では調査せず、それらの業者の

事業所又は自宅で、その従業者も含めて調査した。 

  (2) 運輸業 

    鉄道、自動車、船舶、航空機などによる運輸業は、管理責任者のいる場所を事業所とした。    

鉄道業について、駅、車掌区、車両工場などは、それぞれを１事業所とした。ただし、駅長、

区長などの管理責任者の置かれていない事業所は、管理責任者のいる事業所に含めて調査し

た。 

 (3) 学校 

    同一の学校法人に属する幾つかの学校、例えば、大学、高等学校、中学校、小学校、幼稚
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園などが同一構内にあるような場合、学校ごとにそれぞれ１事業所とした。ただし、高等学

校に併設されている定時制課程などは別の事業所とせず、その高等学校に含めて調査した。 

 

５ 調査事項  

【個人経営調査票】 

①＜個人経営調査票＞ 

 ・全産業共通事項 

  ア 名称及び電話番号              

イ 所在地 

  ウ 事業所の開設時期              

エ 事業所の主な事業の内容 

  オ 事業所の従業者数              

カ 経営組織 

  キ 単独事業所・本所・支所の別等        

ク 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

  ケ 売上（収入）金額、費用総額及び費用項目   

コ 事業別売上（収入）金額 

  サ 電子商取引の有無及び割合          

シ 設備投資の有無及び取得額 

 

  ・産業別に調査する事項 

   ア 主な事業の種類又は事業所の形態等 

   イ 事業別売上（収入）金額の内訳 

   ウ サービス関連産業Ｂ又は医療、福祉の相手先別収入割合 

 

【単独事業所調査票】 

  ・全産業共通事項（単独事業所） 

   ア 名称及び電話番号              

イ 所在地 

   ウ 事業所の開設時期 

エ 事業所の主な事業の内容 

   オ 事業所の従業者数 

   カ 経営組織（協同組合は除く） 

  キ 単独事業所・本所・支所の別等 

 ク 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

   ケ 売上（収入）金額、費用総額及び費用項目（協同組合においては経常収益、経常費用及び費用項目） 

    コ 事業別売上（収入）金額              

サ 電子商取引の有無及び割合(個人経営及び法人のみ) 

    シ 設備投資の有無及び取得額（個人経営及び法人のみ） 

    ス 自家用自動車の保有台数（法人のみ） 

    セ 土地・建物の所有の有無（法人のみ） 

    ソ 資本金等の額及び外国資本比率（会社のみ） 

     タ 決算月（会社のみ） 

 

  ・産業別に調査する事項 

  ②＜農業、林業、漁業調査票＞ 
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   ア 農業、林業、漁業の収入の内訳 

  ③＜鉱業、採石業、砂利採取業調査票＞ 

   ア 給与総額等 

   イ 鉱業活動に係る費用 

   ウ 生産数量及び生産金額 

  ④＜製造業調査票＞ 

   ア 人件費及び人材派遣会社への支払額 

   イ 原材料、燃料、電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費及び転売した商品

の仕入れ額 

   ウ 有形固定資産 

   エ リース契約による契約額及び支払額 

   オ 製造品在庫額、半製品、仕掛品の価額及び原材料、燃料の在庫額 

   カ 製造品出荷額、在庫額等 

   キ 酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税の合計額 

   ク 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合 

   ケ 主要原材料名 

   コ 工業用地及び工業用水 

   サ 作業工程 

  ⑤＜卸売業、小売業調査票＞ 

   ア 年間商品販売額等 

   イ 年初及び年末商品手持額 

   ウ 年間商品仕入額 

   エ 小売販売額の商品群別割合 

   オ 小売販売額の商品販売形態割合 

   カ セルフサービス方式の採用 

   キ 売場面積 

   ク 営業時間 

   ケ 店舗形態 

   コ チェーン組織への加盟 

  ⑥＜医療、福祉調査票＞ 

   ア 医療、福祉の事業収入内訳 

   イ 医療、福祉の相手先別収入割合 

   ウ 事業所の形態、主な事業の内容 

  ⑦＜建設業、サービス関連産業Ａ、学校教育調査票＞ 

   ア 主な事業収入の内訳 

   イ 業態別工事種類 

   ウ 金融業、保険業、郵便局受託業の事業種類 

   エ 学校教育の種類 

  ⑧＜協同組合調査票＞ 

   ア 協同組合の種類 

  ⑨＜サービス関連産業Ｂ調査票＞ 

   ア サービス関連産業Ｂの事業収入内訳 

   イ 施設・店舗等形態 

   ウ サービス関連産業Ｂの相手先別収入割合 

   エ 飲食サービス業の８時間換算雇用者数 

   オ 宿泊業の収容人数、客室数 
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   カ 物品賃貸業のレンタル年間売上高及びリース年間契約高 

   キ 特定のサービス業における取扱件数、入場者数、利用者数等 

   ク 特定のサービス業における同業者との契約割合 

  ⑩＜政治・経済・文化団体、宗教調査票＞ 

   ア 政治・経済・文化団体、宗教の種類 

 

【産業共通調査票】 

  ・全産業共通事項のみ 

⑪＜産業共通調査票＞ 

   ア 名称及び電話番号 

   イ 所在地 

   ウ 事業所の開設時期 

  エ 事業所の従業者数 

   オ 事業所の主な事業の内容  

   カ 経営組織 

  キ 単独事業所・本所・支所の別等 

 ク 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

   ケ 企業全体の売上（収入）金額、費用総額及び費用項目 

   コ 事業別売上（収入）金額 

   サ 電子商取引の有無及び割合（個人経営及び法人のみ） 

   シ 設備投資の有無及び取得額（個人経営及び法人のみ） 

   ス 自家用自動車の保有台数（法人のみ） 

   セ 土地・建物の所有の有無（法人のみ） 

    ソ 移転及び名称変更の有無（法人のみ） 

タ 資本金等の額及び外国資本比率（会社のみ） 

     チ 決算月（会社のみ） 

   ツ 常用雇用者数及び支所等数（本所・本社・本店のみ） 

   テ 企業全体の主な事業の内容（本所・本社・本店のみ） 

 

【企業調査票】 

  ・全産業共通事項（企業） 

   ア 名称及び電話番号              

イ 所在地 

   ウ 経営組織 

  エ 常用雇用者数及び支所等数 

   オ 消費税の税込み記入・税抜き記入の別 

   カ 企業全体の売上（収入）金額、費用総額及び費用項目 

   キ 企業全体の事業別売上（収入）金額 

   ク 電子商取引の有無及び割合 

   ケ 設備投資の有無及び取得額 

   コ 自家用自動車の保有台数（法人のみ） 

   サ 土地・建物の所有の有無（法人のみ） 

    シ 資本金等の額及び外国資本比率（会社のみ） 

     ス 決算月（会社のみ） 

  ・産業別に調査する事項 

  ⑫＜企業調査票＞ 
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   ア 企業全体の主な事業の内容 

   イ 年初及び年末商品手持額（法人のみ） 

   ウ 年間商品仕入額（法人のみ） 

  ⑬＜企業調査票（建設業、サービス関連産業Ａ、学校教育）＞ 

   ア 主な事業収入の内訳 

   イ 業態別工事種類 

   ウ 金融業、保険業の事業種類 

   エ 学校等種類別収入内訳 

  

 ⑭＜団体調査票（政治・経済・文化団体、宗教）＞ 

   ア 政治・経済・文化団体、宗教の種類 

 

【事業所調査票】 

  ・全産業共通事項（事業所） 

   ア 事業所等の名称及び電話番号 

  イ 事業所の所在地 

   ウ 事業所の開設時期 

  エ 事業所の従業者数 

   オ 本所等の別  

 カ 管理・補助的業務   

・産業別に調査する事項 

⑮＜農業、林業、漁業調査票＞ 

   ア 主な事業の内容 

   イ 事業所の売上（収入）金額 

   ウ 事業別売上（収入）金額 

   エ 農業、林業、漁業の収入の内訳 

⑯＜鉱業、採石業、砂利採取業調査票＞ 

   ア 主な事業の内容 

   イ 事業所の売上（収入）金額 

   ウ 事業別売上（収入）金額 

   エ 給与総額等 

   オ 鉱業活動に係る費用 

   カ 生産数量及び生産金額 

⑰＜製造業調査票＞ 

   ア 主な事業の内容 

   イ 事業所の売上（収入）金額 

   ウ 事業別売上（収入）金額 

   エ 人件費及び人材派遣会社への支払額 

   オ 原材料、燃料、電力の使用額、委託生産費、製造等に関連する外注費及び転売した商品

の仕入額 

   カ 有形固定資産 

   キ リース契約による契約額及び支払額 

   ク 製造品在庫額、半製品、仕掛品の価額及び原材料、燃料の在庫額 

   ケ 製造品出荷額、在庫額等 

   コ 酒税、たばこ税、揮発油税及び地方揮発油税の合計額 

   サ 製造品出荷額等に占める直接輸出額の割合 
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   シ 主要原材料名 

   ス 工業用地及び工業用水   

   セ 作業工程 

  ⑱＜卸売業、小売業調査票＞ 

   ア 主な事業の内容 

   イ 事業所の売上（収入）金額 

   ウ 事業別売上（収入）金額 

   エ 年間商品販売額等 

   オ 小売販売額の商品群別割合 

   カ 小売販売額の商品販売形態別割合 

   キ セルフサービス方式の採用 

   ク 売場面積 

   ケ 営業時間 

   コ 店舗形態 

   サ チェーン組織への加盟 

⑲＜医療、福祉調査票＞ 

   ア 事業所の売上（収入）金額 

   イ 事業別売上（収入）金額 

   ウ 医療、福祉の事業収入内訳 

   エ 医療、福祉の相手先別収入割合 

   オ 事業所の形態、主な事業の内容 

⑳＜建設業、サービス関連産業Ａ、学校教育調査票＞ 

   ア 主な事業の内容 

○21E

A＜協同組合調査票＞ 

   ア 事業所の売上（収入）金額 

   イ 事業別売上（収入）金額 

ウ 協同組合の種類 

エ 信用事業又は共済事業の実施の有無 

 ○22＜サービス関連産業Ｂ調査票＞ 

   ア 主な事業の内容 

イ 事業所の売上（収入）金額 

   ウ 事業別売上（収入）金額 

   エ サービス関連産業Ｂの事業収入内訳 

   オ 施設・店舗等形態 

   カ サービス関連産業Ｂの相手先別収入割合 

   キ 飲食サービス業の 8時間換算雇用者数 

   ク 宿泊業の収容人数、客室数 

   ケ 物品賃貸業のレンタル年間売上高及びリース年間契約高 

   コ 特定のサービス業における取扱件数、入場者数、利用者数等 

   サ 特定のサービス業における同業者との契約割合 

○23E

A＜政治・経済・文化団体、宗教調査票＞ 

   ア 政治・経済・文化団体、宗教の種類 

 

６ 調査の方法 

   調査は調査員による調査（以下「調査員調査」という。）と総務省、経済産業省、都道府県及

び市区による調査（以下「直轄調査」という。）の2種類からなる。 
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 (1) 調査員調査 

単独事業所及び新設事業所（ただし、(2)における特定の単独事業所及び新設事業所を除く。）

については、調査票の配布は調査員が行い、取集はオンライン又は調査員による回収により行っ

た。 

    ・総務省及び経済産業省－都道府県－市区町村－統計調査員－調査事業所 

 (2) 直轄調査 

複数事業所を有する企業等については、その本所（本社・本店）となる事業所に対して、調査

票の配布は総務省及び経済産業省が郵送により行い、取集は市区、都道府県、総務省、経済産業

省の担当区分に応じて、オンライン又は郵送により行った。 

また、特定の単独事業所（純粋持株会社、不動産投資法人及び資本金 1億円以上の事業所）及

び新設事業所については、総務省及び経済産業省が、調査票の配布は郵送により行い、取集はオ

ンライン又は郵送により行った。 

 

   ア 市区による調査 

    同一市区内に全事業所を有する従業者数 30人未満の企業等の事業所（ウに掲げるものを除

く。） 

     ・総務省及び経済産業省－都道府県－市区－調査事業所 

   イ 都道府県による調査 

    同一都道府県内に本所及び支所となる事業所の大半を有する従業者数 30 人未満の企業等

の事業所（ア及びウに掲げるものを除く。） 

     ・総務省及び経済産業省－都道府県－調査事業所 

   ウ 総務省及び経済産業省による調査 

    複数の都道府県に本所及び支所となる事業所を有する企業等の事業所、従業者数30人以上

の企業等の事業所並びに総務大臣及び経済産業大臣が定めた事業所 

     ・総務省及び経済産業省－調査事業所 
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用語の解説 

１ 事業所 

経済活動が行われている場所ごとの単位で、原則として次の要件を備えているものをいう。 

① 一定の場所（１区画）を占めて、単一の経営主体のもとで経済活動が行われていること。  

② 従業者と設備を有して、物の生産や販売、サービスの提供が継続的に行われていること。  

(1) 民営事業所 

国及び地方公共団体の事業所を除く事業所をいう。 

(2)出向・派遣従業者のみの事業所 

当該事業所に所属する従業者が一人もおらず、他の会社など別経営の事業所から出向又は派

遣されている人のみで経済活動が行われている事業所をいう。 

(3)事業内容等の不詳事業所 

事業所として存在しているが、回答不備等で事業内容が不明の事業所をいう。 

 

２ 従業者 

当該事業所に所属して働いている全ての人をいう。したがって、他の会社などの別経営の事

業所へ出向又は派遣している人も含まれる。一方、当該事業所で働いている人であっても、他

の会社などの別経営の事業所から出向又は派遣されているなど、当該事業所から賃金・給与(現

物給与を含む。) を支給されていない人は従業者に含めない。  

なお、個人経営の事業所の家族従業者は、賃金・給与を支給されていなくても従業者として

いる。 

(1) 個人業主 

個人経営の事業主で、実際にその事業所を経営している人をいう。  

なお、個人業主は個人経営の事業所に必ず一人である。 

(2) 無給の家族従業者 

個人業主の家族で、賃金・給与を受けずに、事業所の仕事を手伝っている人をいう。  

家族であっても、実際に雇用者並みの賃金・給与を受けて働いている人は、「常用雇用者」又

は「臨時雇用者」に含まれる。 

(3) 有給役員 

法人、団体の役員(常勤、非常勤は問わない。) で、役員報酬を受けている人をいう。  

重役や理事などであっても、事務職員、労務職員を兼ねて一定の職務に就き、一般職員と同

じ給与規則によって給与を受けている人は、「常用雇用者」に含まれる。 

(4) 常用雇用者 

事業所に常時雇用されている人をいう。  

期間を定めずに雇用されている人又は１か月以上の期間を定めて雇用されている人をいう。 

(5) 正社員・正職員 

常用雇用者のうち、一般に「正社員」、「正職員」として処遇されている人をいう。  

(6) 正社員・正職員以外 

常用雇用者のうち、一般に「正社員」、「正職員」として処遇されている人以外で、例えば、

「契約社員」、「嘱託」、「パートタイマー」、「アルバイト」又はそれに近い雇用形態で処遇さ

れている人をいう。  
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(7) 臨時雇用者 

常用雇用者以外の雇用者で、1 か月未満の期間を定めて雇用されている人又は日々雇用さ

れている人をいう。 

(8) 他への出向・派遣従業者 

従業者のうち、労働者派遣事業の適切な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律

（昭和 60年法律第 88号。以下、「労働者派遣法」という。）にいう派遣労働者、在籍出向な

ど当該事業所に籍がありながら、他の会社など別経営の事業所で働いている人をいう。 

(9) 他からの出向・派遣従業者 

労働者派遣法にいう派遣労働者、在籍出向など別経営である出向元に籍がありながら当該

事業所に来て働いている人をいう。 

(10) 事業従事者数 

当該事業所で実際に働いている人をいい、従業者から「他への出向・派遣従業者数」を除

き、「他からの出向・派遣従業者数」を加えることにより算出している。 

 

３ 事業所の産業分類 

事業所の売上（収入）金額や主な事業の種類（原則として平成 27年 1年間の収入額又は販売

額の最も多いもの）により、日本標準産業分類（平成 25年 10月改定）に基づき分類している。 

 

４ 経営組織 

(1) 個人経営 

個人が事業を経営している場合をいう。  

法人組織になっていなければ、共同経営の場合も個人経営に含まれる。 

(2) 法人 

法律の規定によって法人格を認められているものが事業を経営している場合をいう。以下の

会社及び会社以外の法人が該当する。 

(3) 会社 

株式会社、有限会社、相互会社、合名会社、合資会社、合同会社及び外国の会社をいう。  

ここで、外国の会社とは、外国において設立された法人の支店、営業所などで、会社法（平

成 17年法律第 86号）の規定により日本で登記したものをいう。  

なお、外国人の経営する会社や外国の資本が経営に参加しているいわゆる外資系の会社は、

外国の会社ではない。  

(4) 会社以外の法人 

法人格を有する団体のうち、前述の会社を除く法人をいう。  

例えば、独立行政法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、社会

福祉法人、学校法人、医療法人、宗教法人、農（漁）業協同組合、事業協同組合、労働組合（法

人格を持つもの）、共済組合、国民健康保険組合、信用金庫、弁護士法人などが含まれる。  

(5) 法人でない団体 

法人格を持たない団体をいう。  

例えば、後援会、同窓会、防犯協会、学会、労働組合（法人格を持たないもの）などが含ま

れる。 
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５ 事業所の開設時期 

   会社や企業の創業時期ではなく、この事業所が現在の場所で事業を始めた時期であり、以下

の場合は、その時期を開設時期とする。 

   ・個人経営の事業所で、経営権の譲渡により経営者が交代した場合。 

    ただし、相続により引き継いだ場合は該当しない。 

   ・個人経営の事業所が株式会社になった場合。 

   ・法人が新設（対等）合併した場合。 

   ・法人が分割により設立された場合。 

   ・この事業所が事業譲渡や吸収合併により別法人の所有となった場合。 

 

６ 単独・本所・支所の別 

(1) 単独事業所 

他の場所に同一経営の本所（本社・本店）や支所（支社・支店）を持たない事業所をいう。 

(2) 本所（本社・本店） 

他の場所に同一経営の支所（支社・支店）があって、それらの全てを統括している事業所を

いう。本所の各部門が幾つかの場所に分かれているような場合は、社長などの代表者がいる事

業所を本所とし、他は支所としている。 

(3) 支所（支社・支店） 

他の場所にある本所（本社・本店）の統括を受けている事業所をいう。上位の事業所の統括

を受ける一方で、下位の事業所を統括している中間的な事業所も支所としている。  

支社、支店のほか、営業所、出張所、工場、従業者のいる倉庫、管理人のいる寮なども含ま

れる。なお、経営組織が外国の会社は支所とする。 

 

７ 売上（収入）金額 

商品等の販売額又は役務の提供によって実現した売上高、営業収益、完成工事高などをいう。

有価証券、土地・建物、機械・器具などの有形固定資産など、財産を売却して得た収入は含めな

い。なお、「金融業，保険業」の企業等、会社以外の法人及び法人でない団体の場合は経常収益

としている。 

なお、本調査では平成 27年 1年間の値を把握している。 
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利用上の注意 

 

１ 本資料の数値は、特記のない限り「事業内容等が不詳の事業所」を除いている。「事業内容等が

不詳の事業所」とは、事業所の存在は確認されているが、「従業者数」、「主な事業の内容」、「経営

組織」のうちいずれかの項目が不詳の事業所をいう。 
 

２ 調査は、以下に掲げる事業所を除く国内全ての事業所について行った。 

    (1)  国・地方公共団体の事業所 

    (2)  日本標準産業分類大分類Ａ－「農業，林業」に属する個人経営の事業所 

    (3)  日本標準産業分類大分類Ｂ－「漁業」に属する個人経営の事業所 

    (4)  日本標準産業分類大分類Ｎ－「生活関連サービス業，娯楽業」のうち、小分類 792－「家

事サービス業」に属する事業所 

    (5)  日本標準産業分類大分類Ｒ－「サービス業（他に分類されないもの）」のうち、中分類

96－「外国公務」に属する事業所 
 

３ 売上（収入）金額、費用等の経理事項は平成 27年１年間、経営組織、従業者数等の経理事項以

外の事項は平成 28年６月１日現在の数値である。 
 

４ 売上（収入）金額は、以下の産業においては、事業所単位の把握は行っていない。 

「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「通信業」、「放送業」、「映像・音声・文字情報制作業」、

「運輸業，郵便業」、「金融業，保険業」、「学校教育」、「郵便局」、「政治・経済・文化団体」及び

「宗教」 

 

５ 売上（収入）金額等、一部の項目については、必要な事項の数値が得られた事業所を対象とし

て集計した。 
 

６ 売上（収入）金額等の経理事項については、原則消費税込みで把握しているが、一部の消費税

抜きの回答については、「統計調査における売上高等の集計に係る消費税の取り扱いに関するガイ

ドライン（平成 27年５月 19日 各府省統計主管課長等会議申合せ）」に基づき、消費税込みに補

正した上で結果表として集計した。 
 

７ 調査票の欠測値や回答内容の矛盾などについて精査し、平成 24年経済センサス-活動調査、平

成 26年経済センサス-基礎調査及び報告者の公開情報等を基に、補足訂正を行った上で結果表と

して集計した。 
 

８ 各項目の金額は、単位未満を四捨五入しているため、内訳の計と合計が一致しない場合がある。 

 該当数字がないもの及び分母が０のため計算できないものは「－」で表した。 

 「X」は、集計対象となる事業所の数が１又は２であるため、集計結果をそのまま公表すると個々

の報告者の秘密が漏れるおそれがある場合に、該当数値を秘匿した箇所である。また、集計対象

数が３以上の事業所に関する数値であっても、合計との差し引きで、集計対象が１又は２の事業

所の数値が判明する箇所は、併せて「X」とした。 
 
 
 

この報告の内容についてのお問い合わせは、下記にお願いします。 

   〒９９０－８５７０ 山形市松波二丁目８－１ 

     山形県企画振興部統計企画課経済統計班 

     ＴＥＬ ０２３－６３０－２１８４  ＦＡＸ ０２３－６３０－２１８５ 
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◇事業所数  55,778事業所（前回比 3.8％減） 全国 32位（前回 31位） 

 ◇従業者数  475,435人（前回比 0.8％減）   全国 35位（前回 35位） 

⇒雇用者数 404,417人（前回比 0.6％増）、うち正社員 266,012人（前回比 3.7％増） 

◇売上金額  「卸売業、小売業」2兆6,945億円（前回比16.9%増）、「製造業」2兆6,587億円 

（前回比0.6%減）、「医療、福祉」1兆115億円（前回比19.8%増）が上位３産業 

 ※「事業所数」「従業者数」は、事業内容等が不詳の事業所を除いたもの。 

 ※売上金額は、「建設業」、「運輸業,郵便業」等は事業所単位での把握を行っていないため、産業全体の額は分からない。 

  

１ 県内事業所及び従業者等の概況 

平成 28年経済センサス－活動調査による平成 28年６月１日現在の山形県の民営事業所数は、

55,778事業所（事業内容等が不詳の事業所を除いた事業所数（以下、「事業所数」という。））、従

業者数は 475,435人となっている。平成 24年経済センサス-活動調査（以下、「前回調査」という。）

と比べて、事業所数が 2,185事業所 3.8%の減少、従業者数が 3,788人 0.8%の減少となっている。 

  なお、事業内容等が不詳の事業所を含む総民営事業所数は 56,551事業所となっている。 

  全国では、事業所数は 5,340,783事業所、従業者数は 56,872,826人となっており、前回調査と

比べて、事業所数が 112,852事業所 2.1%の減少、従業者数が 1,035,574人 1.9%の増加となってい

る。 

都道府県の順位については、山形県の事業所数は全国 32位、従業者数は全国 35位となってい

る。 

  東北六県をみると、事業所数が最も多いのは宮城県（全国 17位）、次いで福島県（同 20位）、

岩手県（同 30位）、従業者数が最も多いのは宮城県（全国 15位）、福島県（同 21位）、岩手県（同

31位）となっており、山形県は、事業所数・従業者数ともに、東北の中で５番目となっている。 

 

 表１ 東北六県の事業所数、従業者数、１事業所当たり従業者数 

増減数
増減率
(％)

増減数
増減率
(％)

全　国 5,340,783 5,453,635 -112,852 -2.1 56,872,826 55,837,252 1,035,574 1.9 10.6

青森県 58,116 59,346 -1,230 -2.1 31 498,988 503,372 -4,384 -0.9 33 8.6

岩手県 58,415 57,551 864 1.5 30 525,264 509,979 15,285 3.0 31 9.0

宮城県 97,974 92,769 5,205 5.6 17 1,006,886 955,780 51,106 5.3 15 10.3

秋田県 48,769 50,817 -2,048 -4.0 37 413,719 418,749 -5,030 -1.2 39 8.5

山形県 55,778 57,963 -2,185 -3.8 32 475,435 479,223 -3,788 -0.8 35 8.5

福島県 85,960 86,170 -210 -0.2 20 806,130 782,816 23,314 3.0 21 9.4

(注)　「事業所数」及び「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計したものである。

全国
順位

平成28年 平成24年
平成24年～28年

全国
順位

（単位：事業所、人）

事業所数 従業者数(人） (平成28年)

1事業所当
たり従業
者数(人)

平成28年 平成24年
平成24年～28年

 

 

平成 18年までの事業所・企業統計調査では、民営事業所のみの集計を実施していないため経年的
な比較はできないが、参考に、事業所・企業統計調査及び平成 21年及び 26年経済センサス－基礎
調査の公営企業含みの数字による推移も示す。 

県全体の概況 
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 表２ 事業所数及び従業者数の推移（昭和56年～平成26年、平成21年～成 28年） 

・公営事業所を含む

実　数
対前回
増減数

対前回
増減率(％)

実　数
対前回
増減数

対前回
増減率(％)

　昭和56年 （1981.7.1） 72,746 － － 523,014 － －

　昭和61年 （1986.7.1） 73,713 967 1.3 537,981 14,967 2.9

　平成３年 （1991.7.1） 74,246 533 0.7 577,863 39,882 7.4

　平成８年 （1996.10.1） 73,602 -644 -0.9 595,364 17,501 3.0

　平成13年 （2001.10.1） 70,521 -3,081 -4.2 569,710 -25,654 -4.3

　平成18年 （2006.10.1） 65,796 -4,725 -6.7 541,968 -27,742 -4.9

　平成21年 （2009.7.1） 64,257 -1,539 -2.3 552,196 10,228 1.9

　平成26年 （2014.7.1） 59,333 -4,924 -7.7 530,727 -21,469 -3.9

・民営事業所のみ

　平成21年 （2009.7.1） 62,268 － － 503,706 － －

　平成24年 （2012.2.1） 57,963 -4,305 -6.9 479,223 -24,483 -4.9

　平成26年 （2014.7.1） 57,515 -448 -0.8 480,627 1,404 0.3

　平成28年 （2016.6.1） 55,778 -1,737 -3.0 475,435 -5,192 -1.1

事業所数 従業者数(人)

(注2)　平成18年以前は「事業所・企業統計調査」、平成21年及び26年は「経済センサス-基礎調査」、平成24年及び28年は

(注1)　「事業所数」及び「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計したものである。

　　 「経済センサス-活動調査」の結果に基づくもので、それぞれ調査方法が異なる。

（単位：事業所、人）

調査年（調査日）

（単位：事業所、人）

 
 

図１ 事業所数及び従業者数の推移 
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表６ 産業大分類別事業所数、従業者数及び１事業所当たり従業者数 

平成28年 平成24年 平成28年 平成24年

55,778 100.0 57,963 100.0 -2,185 -3.8 475,435 100.0 479,223 100.0 -3,788 -0.8 8.5

Ａ～Ｂ
農林漁業(個人経営を除
く)

510 0.9 474 0.8 36 7.6 5,621 1.2 5,320 1.1 301 5.7 11.0

Ｃ
鉱業，採石業，砂利採
取業 24 0.0 26 0.0 -2 -7.7 249 0.1 287 0.1 -38 -13.2 10.4

Ｄ 建設業 6,235 11.2 6,655 11.5 -420 -6.3 42,190 8.9 43,773 9.1 -1,583 -3.6 6.8

Ｅ 製造業 5,154 9.2 5,535 9.5 -381 -6.9 106,493 22.4 111,282 23.2 -4,789 -4.3 20.7

Ｆ
電気・ガス・熱供給・
水道業 45 0.1 42 0.1 3 7.1 1,647 0.3 1,552 0.3 95 6.1 36.6

Ｇ 情報通信業 342 0.6 365 0.6 -23 -6.3 4,029 0.8 4,096 0.9 -67 -1.6 11.8

Ｈ 運輸業，郵便業 970 1.7 1,045 1.8 -75 -7.2 18,650 3.9 20,973 4.4 -2,323 -11.1 19.2

Ｉ 卸売業，小売業 14,496 26.0 15,281 26.4 -785 -5.1 93,586 19.7 96,818 20.2 -3,232 -3.3 6.5

Ｊ 金融業，保険業 932 1.7 1,054 1.8 -122 -11.6 11,426 2.4 13,510 2.8 -2,084 -15.4 12.3

Ｋ 不動産業，物品賃貸業 2,538 4.6 2,769 4.8 -231 -8.3 7,600 1.6 8,101 1.7 -501 -6.2 3.0

Ｌ
学術研究，専門・技術
サービス業 1,781 3.2 1,802 3.1 -21 -1.2 9,205 1.9 8,646 1.8 559 6.5 5.2

Ｍ
宿泊業，飲食サービス
業 6,793 12.2 7,048 12.2 -255 -3.6 39,847 8.4 41,383 8.6 -1,536 -3.7 5.9

Ｎ
生活関連サービス業，
娯楽業 6,061 10.9 6,330 10.9 -269 -4.2 20,800 4.4 22,019 4.6 -1,219 -5.5 3.4

Ｏ 教育，学習支援業 1,312 2.4 1,325 2.3 -13 -1.0 10,574 2.2 12,171 2.5 -1,597 -13.1 8.1

Ｐ 医療，福祉 3,947 7.1 3,425 5.9 522 15.2 62,958 13.2 53,300 11.1 9,658 18.1 16.0

Ｑ 複合サービス事業 559 1.0 559 1.0 0 0.0 7,664 1.6 5,624 1.2 2,040 36.3 13.7

Ｒ
サービス業(他に分類さ
れないもの) 4,079 7.3 4,228 7.3 -149 -3.5 32,896 6.9 30,368 6.3 2,528 8.3 8.1

(注)　「事業所数」及び「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計したものである。

全産業(Ｓ公務を除く)

増減数増減率
(％)

事業所数 従業者数(人)

構成比
(％)

構成比
(％)

産業大分類
増減率
(％)

(平成28年)
１事業所
当たり
従業者数
(人)

平成24年～28年 平成24年～28年

構成比
(％)

構成比
(％)

増減数

図２ 産業大分類別事業所数、従業者数 

図２　産業大分類別事業所数の構成比
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４ 従業者規模別 

  従業者数20人未満の事業所が事業所数で全体の91%、従業者数では全体の45.9％ 

従業者規模別に事業所数をみると、「１～４人」が34,527事業所（事業所全体の 61.9％）と最

も多く、次いで「５～９人」が 10,293事業所（同 18.5％）、「10～19人」が 5,927事業所（同 10.6％）

などとなっており、従業者数 20人未満の事業所が全体の 91％を占めている。 

従業者数をみると、「100 人以上」が 95,129人（従業者全体の 20.0％）と最も多く、次いで「10

～19人」が 79,541人（同 16.7％）、「１～４人」が 71,017人（同 14.9 ％）、「５～９人」が 67,726

人（同 14.2％）などとなっており、従業者数 20人未満の事業所が全体の 45.9％を占めている。 

また、前回調査と比べると、事業所数は、「１～４人」が 2,118事業所減と大幅な減少となって

いる。 

 従業者数については、「50～99 人」が 4,667 人減、「１～４人」が 4,567 人減と大幅な減少と

なっている。一方、「30～49人」は 3,322人増と大幅な増加となっている。 

表 14 従業者規模別事業所数及び従業者数 

平成28年 平成24年 平成28年 平成24年

総数 55,778 100.0 57,963 100.0 -2,185 -3.8 475,435 100.0 479,223 100.0 -3,788 -0.8

　  1 ～   4人 34,527 61.9 36,645 63.2 -2,118 -5.8 71,017 14.9 75,584 15.8 -4,567 -6.0

　  5 ～   9 10,293 18.5 10,525 18.2 -232 -2.2 67,726 14.2 68,804 14.4 -1,078 -1.6

　 10 ～  19 5,927 10.6 5,866 10.1 61 1.0 79,541 16.7 78,614 16.4 927 1.2

　 20 ～  29 2,034 3.6 2,004 3.5 30 1.5 48,294 10.2 47,515 9.9 779 1.6

　 30 ～  49 1,494 2.7 1,406 2.4 88 6.3 56,176 11.8 52,854 11.0 3,322 6.3

　 50 ～  99 834 1.5 904 1.6 -70 -7.7 57,552 12.1 62,219 13.0 -4,667 -7.5

　100 人以上 442 0.8 439 0.8 3 0.7 95,129 20.0 93,633 19.5 1,496 1.6

　出向・派遣従業者のみ 227 0.4 174 0.3 53 30.5 - - - - - -

(注)　「事業所数」及び「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計したものである。

構成比
(％)

構成比
(％)

構成比
(％)

平成24年～28年

増減数
増減率
(％)

増減数
増減率
(％)

従業者規模

事業所数 従業者数(人)

平成24年～28年

構成比
(％)

図 10 従業者規模別事業所数及び従業者数の割合 
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従業者規模別に男女比をみると、女性は「1～4人」で 48.1％と最も高く、「300人以上」で 40.2％

と最も低くなっている。 

表 15 従業者規模、男女別従業者数 

男性 女性 男性 女性

 総数 475,435 258,817 215,355 54.4 45.3

　  1 ～   4人 71,017 36,649 34,191 51.6 48.1

　  5 ～   9 67,726 35,495 31,974 52.4 47.2

　 10 ～  19 79,541 43,312 35,877 54.5 45.1

　 20 ～  29 48,294 27,126 21,027 56.2 43.5

　 30 ～  49 56,176 30,912 25,063 55.0 44.6

　 50 ～  99 57,552 31,241 26,311 54.3 45.7

　100 ～ 199 39,235 21,193 17,907 54.0 45.6

　200 ～ 299 18,199 10,342 7,857 56.8 43.2

　300人以上 37,695 22,547 15,148 59.8 40.2

(注1)　「総数」には男女別が不詳の従業者を含むため、男性と女性の合計は総数と一致しない場合がある。

(注3)　「従業者数」は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計したものである。

従業者規模
総数(人)
(注1)

構成比（％）

　　 ても100％にならない場合がある。
(注2)　男女別構成比は、男女別が不詳の従業者を含む総数を分母に用いているため、男性と女性を合計し

図 11 従業者規模別従業者数の男女比 
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８ 売上金額 

  1事業所当たりの売上金額は「製造業」が最も多い。 

本県に所在する事業所の売上金額をみると、「卸売業，小売業」が 2兆 6,945億円（前回比＋

3,886 億円、16.9％増）で最も多く、次いで「製造業」が 2兆 6,587 億円（前回比－163億円、

0.6％減）、「医療，福祉」が 1兆 115億円（前回比＋1,674億円、19.8％増）となっている。 

また、１事業所当たりの売上金額をみると、「製造業」が 5億 4,808万円で最も多く、次いで

「複合サービス事業（協同組合）」が 3億 3,328万円、「医療，福祉」が 2億 8,182万円となっ

ている。 

なお、事業所単位の把握を行っていない産業（表下、注意書き）があるため、産業計は出し

ていない。 

第 23表 産業分類別事業所数、売上金額及び１事業所当たり売上金額 

増減数
増減率
(％)

増減数
増減率
(％)

増減数
増減率
(％)

農林漁業(個人経営を除く) 476 411 65 15.8 63,848 49,909 13,939 27.9 14,678 12,477 2,201 17.6

鉱業，採石業，砂利採取業 23 20 3 15.0 4,581 4,103 478 11.7 20,821 20,515 306 1.5

製造業 4,973 5,091 -118 -2.3 2,658,736 2,675,068 -16,332 -0.6 54,808 53,299 1,509 2.8

情報通信業(情報サービス業，
インターネット附随サービス業)

163 160 3 1.9 20,113 23,797 -3,684 -15.5 13,871 15,255 -1,384 -9.1

卸売業，小売業 14,036 13,493 543 4.0 2,694,491 2,305,906 388,585 16.9 19,839 17,370 2,469 14.2

不動産業，物品賃貸業 2,438 2,456 -18 -0.7 114,533 97,399 17,134 17.6 4,833 4,000 833 20.8

学術研究，専門・技術サービ
ス業

1,693 1,644 49 3.0 84,048 62,343 21,705 34.8 5,150 3,855 1,295 33.6

宿泊業，飲食サービス業 6,324 5,772 552 9.6 181,028 149,226 31,802 21.3 2,957 2,602 355 13.6

生活関連サービス業，娯楽業 5,827 5,631 196 3.5 244,440 220,563 23,877 10.8 4,323 3,939 384 9.7

教育，学習支援業
(その他の教育，学習支援業)

1,049 981 68 6.9 22,472 17,812 4,660 26.2 2,234 1,821 413 22.7

医療，福祉 3,692 2,943 749 25.5 1,011,455 844,069 167,386 19.8 28,182 28,996 -814 -2.8

複合サービス事業(協同組合) 166 155 11 7.1 42,660 61,118 -18,458 -30.2 33,328 53,612 -20,284 -37.8

サービス業(政治・経済・文化
団体，宗教を除く)

1,818 1,812 6 0.3 188,554 156,322 32,232 20.6 10,893 8,877 2,016 22.7

(注1)　｢事業所数｣、｢売上金額｣及び｢１事業所当たり売上金額｣は、必要な事項の数値が得られた事業所を対象として集計したものである。

(注2)　｢平成28年売上金額｣及び｢平成28年１事業所当たり売上金額｣は、消費税抜きで回答された事業所の場合、消費税込み金額に補正した上で集計したものである。

(注3)　以下の産業は、事業所単位での売上金額の把握を行っていないため、表中には掲載していない。

　　　「建設業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「情報通信業のうち通信業、放送業及び映像・音声･文字情報制作業」、「運輸業，郵便業」、

 「金融業，保険業」、「教育，学習支援業のうち学校教育」、「複合サービス事業のうち郵便局」、「サービス業のうち政治・経済・文化団体及び宗教」。　

１事業所当たり売上金額（万円）

平成24年～28年 平成24年～28年
平成
28年

平成
24年

平成24年～28年産業分類 平成
28年

平成
24年

平成
28年

平成
24年

事業所数 売上金額（百万円)
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